
－ 51 － 

Ⅲ  身 体 障 害 者 等 雇 用 実 態 調 査  

 

〔調査の概要〕 

 ここに収録した調査は，労働省が昭和 53 年，58 年及び 63 年に実施したものである。 

（調査対象） 

 鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，運輸・通信業，卸売・小売業，飲食店，

金融・保険業，不動産業，サービス業（公務を除く）に属する（Ｓ53，58 年は 5 人以上），Ｓ63 年

は 30 人以上の常用労働者を雇用する民間事業所のうちから一定の方法により抽出した約 10,000 事

業所（Ｓ53，58 年は約 13,000 事業所。） 

（調査実施期間） 

 昭和 53 年，58 年及び 63 年の各年 11 月 1 日～11 月 30 日 

（調査時点） 

 原則として各調査率の 10 月 1 日（「身体障害者」及び「精神薄弱者」の範囲） 

(1) 「身体障害者」 

 原則として身体障害者手帳を所持している者。身体障害者手帳を所持していなくても，指定医又

は産業医（内部障害を有する者については，指定医に限る。）の診断書により確認できる者は含ま

れている。 

 なお，障害の種類及び障害の程度は次の区分による。 

イ 障害の種類 

視 覚 障 害 視覚障害 

聴 覚 障 害 聴覚，平衡機能，音声又は言語機能 

肢体不自由 上肢切断，上肢機能障害，下肢切断，下肢機能障害，体幹機能障害

脳病変上肢機能障害，脳病変移動機能障害 

内 部 障 害 心臓機能障害，じん臓機能障害，呼吸機能障害，膀胱・直腸機能障

害，小腸機能障害 
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ロ 障害の程度 

重 度 身体障害者程度等級表の 1 級・2 級 

中 度      〃      3 級・4 級 

軽 度      〃      5 級・6 級 

 

 (2) 「精神薄弱者」 

 原則として，都道府県知事の発行する療育手帳(または愛の手帳)を所持している者。 

 ただし,療育手帳を所持していなくても,昭和 63 年 3 月 31 日以前に入職した者については， 

①児童相談所，精神薄弱者更生相談所，精神衛生センター又は精神鑑定医による判定書，②精神薄

弱児（者）を対象とする養護学校若しくは,特殊学級に在学若しくは卒業した者又は精神薄弱児施

設，精神薄弱児通園施設若しくは精神薄弱者養護施設に入所していた者については，当該学校長又

は施設長の証明書及び意見書，③雇用対策上精神薄弱者と同様に取り扱うことが望ましい旨の所見

が示されている心身障害者職業センターの意見書,昭和63年 4月1日以降に入職した者については

①に加え④地域障害者職業センターの判定により確認された者を含む。 

 なお，精神薄弱者の程度の区分の基準は次による。 

重 度 概ね lＱ20～34（療育手帳Ａ（愛の手帳 1 度，2 度）） 

中 ・ 軽 度 概ね lＱ35～75（療育手帳Ｂ（愛の手帳 3 度，4 度）） 

復元方法 

 雇用身体障害者数及び精神薄弱者数については,産業別,規模別に定められた抽出率の逆数を乗

じることにより推計。 
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1  身 体 障 害 者  
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